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1. はじめに

自然災害リスクの認知には大きな個人差があり，そ

れらはとりわけ地域住民が協力して自主防災活動に取

り組む過程で問題となる．一方，心理学等においてリ

スクコミュニケーションは同様の環境や動機付けをも

つ住民間で行われる場合にもっとも効果的であること

が指摘されている．よって自主防災会はリスクコミュニ

ケーションの媒体としても期待されている．しかし実際

には多くの自主防災会で十分なリスクコミュニケーショ

ンが行われていないという指摘もある．本研究では，ゲ

ーム理論を応用して自主防災会の防災会長と住民の間

の議論の過程を理論的に分析する．そして自主防災会

の始動が急務であることが十分なリスクコミュニケー

ションにとって障害となる場合があることを示す．

2. モデル

1人の防災会長（プレイヤーA）と1人の地域住民（

プレイヤーB）で構成される防災会を考える．災害は

Poisson 到着すると仮定し，A，Bが認識する 1期間当

たりの災害到着率（主観的災害生起確率）をそれぞれ

ñA ,ñBにより表す．初期時点である 0期における両プレ

イヤーの主観的災害生起確率をそれぞれñ0
A，ñ0

Bと表

し，0 î ñ0
B î ñ0

A î 1を仮定する．

各プレイヤーは毎期 1の所得を得る．両者ともリスク

中立的であるとし，各期の効用は消費水準に一致し，事

前の期待効用は期待消費水準に一致すると考える．ま

た，地域で防災会による自主防災活動Gが実施されて

いれば災害時に被害を回避することができるが，実施

されていなければ 2人とも死亡すると仮定する．死亡は

消費の終了，すなわち以後の期の効用がゼロであるこ

とにより表現する．一方，毎期，自主防災活動Gが実

施される限り，プレイヤーは永遠に生存すると仮定す

る．活動GはプレイヤーA;BによってG = gA + gBの

ように分担されるとする．ひとたび防災活動が始まれ

ば，以後同じ活動分担 (gA ; gB)が永遠に継続すると仮定

する．労力gA,gBは金銭単位に換算できるものとする．

よって自主防災活動Gが実施される場合，各プレイヤ

ー i(i = A,B)は毎期1の所得を得て，自主防災活動に

おける支出の残り(1Ä gi)を消費することになる．ある

期の期初において，毎期自主防災活動が行われる場合
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図 -1．モデルの期間構造（2期 以 降 ）

図 -2．モデルの期間構造（0期 ，1 期 ）
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の期間効用は 1Ä gi，生涯効用は (1 + 1=r)Å(1Ä gi)，一

方，行われない場合の期間効用は 1，期待生涯効用は1+

(1 Ä ñi)=(r + ñi) となる．ただし rはリスクがない場合

の割引率である．以上のように，不確実性下の期待効

用は，到着率ñiを含む主観的割引率Ri = (r +ñi)=(1Ä
ñi)をもつ主体が無限に消費 1を継続する場合の生涯効

用と等価になる．@Ri=@ñi > 0，すなわちリスク認知が

高い主体ほど主観的割引率Riは高くなる．

モデルの期間構造を図-１，図-２に表す．コミュニケ

ーションの過程はRubinstein(1982)タイプのbargaining

gameを適用する．プレイヤーは順番に提案を行い，提

案が承諾された時点でゲームは終了する．一方のプレ

イヤーの提案ともう一方のプレイヤーの返答には 1期

間の時間を要する．t期 (t ï 2)においてAが自主防災活

動の役割分担(gA; gB)について提案し，それをBが承諾

または拒否する．拒否した場合には (t + 1)期にBが提

案を行う．交渉は合意に至るまで無限に繰り返される．

なお交渉が合意されない期には自主防災活動は実施さ

れず，両プレイヤーは死亡リスクに曝される．

また，活動分担の交渉に先立って，0期と1期では両プ
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レイヤーにリスクコミュニケーションの機会が与えられ

る．0期では防災会長Aが情報を伝達して，住民Bはそ

れを受信するのみとする．0期の期初において，双方の

認知水準(ñ0
A，ñ

0
B)は共有知識であるとする．防災会長A

は (ñ0
A，ñ0

B )を観察した上で，0期をリスク情報の伝達に

費やすか，即交渉に入るかを選択する．防災会長Aがリ

スク情報の伝達行動を選択した場合，1期の期初の主観

的災害生起確率は次式で与えられるとする．

ñ1
A = ñ0

A ; ñ
1
B = (1 ÄíB)ñ0

A +íBñ0
B ; (0 î íB î 1) (1)

同様に 1期において住民Bも活動分担の提案を行うか，

自身のリスク情報を伝達するかを選択することができ

る．住民Bがリスク情報の伝達行動を選択した場合，2

期の期初の主観的災害生起確率は次式で与えられる．

ñ2
A = íAñ1

A + (1 ÄíA)ñ1
B ; (0 î íA î 1); ñ2

B = ñ1
B (2)

íiはプレイヤー iの自身の認知に対する信念の強さを表

す．íiは相手のプレイヤーにとって確率変数であり，0 î
íi î 1の範囲で，確率密度関数fi(íi)に従って分布して

いると仮定する．また，パラメータの大きさについて，

ñ0
A î r, G î 2ñ0

A=(r +ñ0
A)î 1を仮定する．

3. 活動分担交渉の均衡

2期以降の問題から後ろ向きに考える．いま (ñA，ñB)

は与件である．t期においてプレイヤーAが活動分担に

ついて提案する問題は以下のように表される．

max
gA(t);gB(t)

(1 +
1
r

)(1Ä gA(t)) (3a)

sub ject to

(1 +
1
r

)(1 Ä gA(t)) ï 1 +
1 ÄñA

r
(1Ä gÉA(t + 1)) (3b)

(1 +
1
r

)(1 Ä gB(t))ï 1 +
1 ÄñB

r
(1Ä gÉB(t + 1)) (3c)

gA(t) + gB(t) = G (3d)

(gÉA(t + 1); gÉB(t + 1))は，t期において交渉が決裂して

(t + 1)期に持ち込まれたときに，(t + 1)期にプレイヤ

ーBが提案して合意される活動分担を表す．制約条件

式 (3b)(3c)の右辺は t期の交渉問題における各プレイヤ

ーの留保効用を表している．紙面の制約上，均衡解の

導出過程と均衡解の記述は省略する．交渉ゲームがプ

レイヤーAの提案で開始される場合，均衡は開始時点

においてAが (gA(ñA ; ñB); gB (ñA; ñB))を提案して，B

がそれを承諾するという結果に決まる．一方，交渉ゲ

ームがプレイヤーBの提案で開始される場合には，均

衡は開始時点でBが (g0A(ñA ; ñB); g0B(ñA; ñB ))を提案し

て，Aがそれを承諾するというかたちになる．「0」はプ

レイヤーBが最初にオファーする交渉ゲームの解を表

す．従って，交渉は開始時点における提案と承諾によっ

て終了する．防災会で活動内容について議論が発生す

ることはなく，住民が防災会長の提案に即同意する．均

衡解に関して，gA î g0A，gB ï g0B，さらに@gi=@ñi > 0，

@gi=@ñj < 0（g0iについても同様）が成立する．災害リ

スクをより大きく認識する主体ほど自主防災活動の緊

急性をより強く感じる結果，自分が大きな負担をする

ことになるとしても，より早期に活動を開始すること

を優先させることになる．交渉開始時点で評価した各

プレイヤーの生涯効用はUi(gi(Å)) = (1+ 1=r)Å(1Ägi(Å))
で与えられる．（g0iについても同様．）

4. リスクコミュニケーションの成立可能性

0期と 1期にはプレイヤーA，Bは相手にリスク情報

を伝達する機会をもつ．式(1)(2)より，0期から 2期の

主観的リスクの間には以下の大小関係が存在する．

0 î ñ0
B î ñ1

B = ñ2
B î ñ2

A î ñ1
A = ñ0

A î 1 (4)

いま0期にプレイヤーAがリスクコミュニケーションを

選択したとする．プレイヤーBの意思決定問題と生涯

期待効用水準は次式のように与えられる．

VB(ñ1
A ;ñ

1
B ) = max

Ç
UB(g0B(ñ1

A ;ñ
1
B ));

1 +
1 Äñ1

B

1 + r

Z 1

0
UB(gB(ñ2

A ; ñ
2
B))fA(íA)díA

ï
= UB(Å) (5)

中辺の右側はリスク情報の伝達を行った場合の期待効

用を表す．均衡においてプレイヤーBはリスクコミュニ

ケーションを図らない．プレイヤーAがリスクを高く認

識するほど自主防災活動の大きな割合を引き受けてく

れるため，あえてñAを減少させることはないからであ

る．遡って，0期においてプレイヤーAの意思決定問題

と生涯期待効用水準は次式のように表される．

VA(ñ0
A ;ñ

0
B ) = max

Ç
UA(gA(ñ0

A ; ñ
0
B));

1 +
1Ä ñ0

A

1 + r

Z 1

0
UA(g0A(ñ1

A; ñ
1
B))fB(íB)díB

ï
(6)

Aによるリスクコミュニケーション行動は，Bのリスク

認知向上による活動分担の改善の利益と，活動の開始

を 1期間先延ばす費用と交渉のオファーの権利を手放す

ことによる費用の和を比較考量して決められる．

5. おわりに

リスクコミュニケーションの成立にとって所要時間が

ひとつの要因となる．よって対策として，防災会長が

短期間で住民の認知を向上させる効果をもつマニュア

ルやビデオ等を公共が用意する方法などが考えられる．

発表時に数値計算事例を紹介する．
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